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第84回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第84回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考資料等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確
認くださいますようお願い申しあげます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証
の）ウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、銘柄名（トーアミ）または証券コード
（５９７３０）を入力・検索し、｢基本情報｣、｢縦覧書類／ＰＲ情報」を順に選
択いただき「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確
認ください。）

　なお、本総会におきましては、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の
うえ、議案に対する賛否を同封の議決権行使書用紙にご表示いただき、2023年６
月28日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申
し上げます。

敬　具
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１．日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時

２．場 所 大阪府四條畷市中野新町10番20号　当社本社３階会議室

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第84期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会

の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第84期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算

書類報告の件

決議事項

第１号議案 　剰余金の処分の件

第２号議案 　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

第３号議案 　監査等委員である取締役３名選任の件

４．議決権行使についてのご案内
　書面によって議決権を行使いただく場合は、本招集通知とあわせてお送
りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、行使期限で
ある2023年６月28日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送くださ
い。
　なお、議決権行使において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、
賛成の意思表示があったものとしてお取り扱いいたします。

以　上

     

記

　当日ご出席の際は、お手数ながら本招集通知とあわせてお送りする議決権行使

書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が

生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイト

において、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

　また、ご来場いただきました株主様へのお土産のご提供はございません。

　何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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（2022年４月１日から）2023年３月31日まで

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度における世界経済は、新型コロナウイルス感染症との共

存により、社会経済活動の正常化が各国で着実に進み需要の持ち直しが見

られたものの、ロシアによるウクライナ侵攻をきっかけとした原材料価格

の高騰や各国中央銀行による金利引き上げによる継続的なインフレが定着

し、急激な為替変動や半導体不足などのサプライチェーンへの影響に大き

く翻弄される状態が続きました。我が国経済においては、金融緩和は引き

続き継続されたものの、全般的に物価上昇が続き、企業経済活動や個人消

費行動への影響も大きく、景気の先行きは不透明な状況で推移しておりま

す。

　当社グループの主な事業分野である建設・土木業界におきましては、土

木を中心とした公共事業は堅調であるものの、建築資材の価格上昇や一部

資材の入手難、慢性的な人手不足も相俟って、一部物件では工程遅れや計

画の見直しが発生するなど、当社グループを取り巻く市場環境は厳しい状

況が続いております。

　このような環境において、当社グループは、「安定から成長へ」をスロ

ーガンに、新市場開拓、設備投資による効率化等、強靭な事業基盤を築く

ことを基本方針とする中期経営計画に取り組んでおり、会計期間を通じて

生産販売数量の減少があったものの、仕入価格の上昇分を販売価格への転

嫁に努めたことや、連結子会社である株式会社渡部建設の売上高が第２四

半期連結会計期間より加わったことにより、当社グループの当連結会計年

度の売上高は、154億14百万円（前年同期比25.7％増）となりました。

　損益面におきましては、物価上昇に伴う原材料価格や燃料価格の騰勢が

続いたことに加え、為替相場での円安傾向の定着などの影響により、想定

以上に収益が圧迫されました。このため、営業損失は１億６百万円（前年

同期は営業利益41百万円）、経常損失は95百万円（前年同期は経常利益１

億33百万円）となりました。また、投資有価証券売却益１億38百万円を特

別利益に計上しましたが、持分法適用関連会社であった株式会社渡部建設

を連結子会社化し、段階取得に係る差損44百万円を特別損失に計上し、法

人税等で47百万円計上したこと等により、親会社株主に帰属する当期純損

失は72百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益69百万円）と
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区　分

第　83　期
（2022年３月期）

第　84　期
（2023年３月期）

前 期 比 増 減

金    額 金    額 金  額 増減率

土 木 建 築 用 資 材 事 業
千円 千円 千円 ％

12,265,384 13,992,109 1,726,725 14.1

土 木 ・ 建 築 工 事 事 業
千円 千円 千円 ％
－ 1,422,409 1,422,409 －

合 計
千円 千円 千円 ％

12,265,384 15,414,519 3,149,135 25.7

なりました。

　当社グループの売上高を事業セグメント別に示すと、次のとおりであり

ます。

(注)　第84期より株式会社渡部建設が当社の連結子会社となったことにより、「土木建築用

資材事業」の単一セグメントから、「土木建築用資材事業」「土木・建築工事事業」

の２セグメントに変更しております。

② 設備投資の状況

　当事業年度において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は

10億31百万円で、主に愛知県岡崎市における新工場建設を使途としており

ます。

③ 資金調達の状況

　当社グループでは当事業年度において、銀行からの借入を実施し、借入

金の当期末残高は40億36百万円となっております。

④ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、2022年４月１日に株式会社渡部建設の株式78株を追加取得した

ことにより、同日より株式会社渡部建設は当社の連結子会社となりまし

た。
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区　分
第81期

(2020年３月期)
第82期

(2021年３月期)
第83期

(2022年３月期)
第84期

(2023年３月期)

売 上 高（千円） 13,079,664 11,784,859 12,265,384 15,414,519

経 常 利 益
（△は経常損失）

（千円） 247,152 454,590 133,139 △95,901

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益
（ △ は 純 損 失 ）

（千円） 215,612 298,447 69,676 △72,200

１株当たり当期純利益
（ △ は 純 損 失 ）

（ 円 ） 34.78 47.99 11.16 △11.86

総 資 産（千円） 15,100,178 14,118,712 15,867,883 18,359,870

純 資 産（千円） 10,595,115 10,970,517 10,960,010 10,782,302

１株当たり純資産額（ 円 ） 1,707.64 1,762.04 1,754.29 1,787.43

区　分
第81期

(2020年３月期)
第82期

(2021年３月期)
第83期

(2022年３月期)
第84期

(2023年３月期)

売 上 高（千円） 11,491,187 10,522,575 11,071,685 12,542,857

経 常 利 益
（△は経常損失）

（千円） 319,756 419,665 153,161 △130,431

当 期 純 利 益
（ △ は 純 損 失 ）

（千円） 106,846 271,439 96,223 △43,532

１株当たり当期純利益
（ △ は 純 損 失 ）

（ 円 ） 17.24 43.64 15.42 △7.15

総 資 産（千円） 12,960,775 12,809,405 14,610,700 16,475,147

純 資 産（千円） 10,045,834 10,322,889 10,335,796 10,112,783

１株当たり純資産額（ 円 ） 1,619.11 1,658.02 1,654.38 1,678.68

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第83期

の期首から適用しており、第83期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適

用した後の数値となっております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第83期

の期首から適用しており、第83期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適

用した後の数値となっております。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

住倉鋼材株式会社 50,000千円 100.00％
土木建築用資材（溶接金網、
フープ等）の製造販売

株式会社渡部建設 20,000千円 100.00％ 土木・建築工事業

(3) 重要な子会社の状況

① 重要な子会社の状況

（注）株式会社渡部建設は議決権のない優先株式を発行しており、議決権比率については、議

決権のない優先株式を除いて算出しております。

② その他の重要な企業結合の状況

　SMC TOAMI LIMITED LIABILITY COMPANY を持分法の範囲に含めております。

設備投資と

意識改革

安定的な利益確保を目的とし、「コスト競争力の向上」

「サービス品質の向上」「安全衛生対策の強化」に役立

つ設備投資と意識改革に取り組む

新市場開拓
新しい発想で、新たな挑戦として、新製品開発・新規事

業参入・新市場開拓を図る

実感をともなう

組織の改革

業務を効率化し、課題に対して成果を出そうとする社員

を会社がサポートし、成果に対する評価が実感できる組

織・人事制度を構築する

トーアミブランド

の再構築

これまで知られていなかった業種、業界でも当社グルー

プが認知されることにより、顧客や取引先の範囲を広

げ、事業の成長に貢献できるようトーアミブランドを再

構築する

(4) 対処すべき課題

　今後の当社グループを取り巻く事業環境につきましては、エネルギー・資

源価格の高騰が続き、物流や調達のコストを押し上げる要因となっており、

欧米ではインフレ抑制のための金融引き締めが個人消費の低下及び投資の抑

制を招き、景気を減速させる懸念が高まっております。

　このような環境のなか、当社グループは2021年４月１日から2024年３月31

日までの３か年を対象期間とする中期経営計画において、「安定から成長

へ」をスローガンに、新規事業、設備投資による効率化、事業提携またはＭ

＆Ａなどに果敢に挑み、強靭な事業基盤を築くことを基本方針とし、以下の

重点施策に取り組んでおります。

　「新市場開拓」として、ファブデッキ床版（捨型枠付版状立体溶接鉄筋）

の製造を担う専業メーカーであるFDテクノ九州株式会社の株式の85.1％を、

2023年４月３日付で伊藤忠丸紅住商テクノスチール株式会社より買い受け、
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当社の子会社とすることにより、取扱製品ラインナップを強化し、更なる事

業拡大・新市場開拓を図ってまいります。

　また、「設備投資と意識改革」の取り組みとして、カーボンニュートラル

を目的とした環境対策に注力し、2022年に新設した中部事業部新工場に太陽

光発電パネルを設置するなど、環境負荷を考慮した設備投資を着実に実施し

てまいります。

　今後も社内改革に挑み、進取の気象を根付かせることで、過去の成功にと

らわれない、大胆な成長戦略を立案し実行してまいります。

　株主の皆様におかれましては、より一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお

願い申し上げます。

　事　業　区　分 事　業　内　容

土木建築用資材事業
棒線加工品（溶接金網及び鉄筋加工品）、コンクリート二

次製品用溶接金網、メッシュフェンス等の製造、販売

土木・建築工事事業
造成工事、型枠大工工事、コンクリート工事、駐車場整備

工事、河川護岸工事、外構工事 等

(5) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

事　業　所　名 営　業　内　容 所　在　地

本社 － 大阪府四條畷市

関東事業部 営業部・千葉工場 千葉県白井市

中部事業部 営業部・愛知工場 愛知県岡崎市

関西事業部
営業部・奈良工場 奈良県生駒市

営業部・四條畷工場 大阪府四條畷市

中国事業部 営業部・岡山工場 岡山県瀬戸内市

北九州事業部 営業部・福岡工場 福岡県飯塚市

南九州事業部 営業部・都城工場 宮崎県都城市

子会社名 主要な営業所及び工場

住倉鋼材株式会社 本社・本社工場（福岡県北九州市）

株式会社渡部建設
本社（静岡県浜松市）・気仙沼出張所（宮城県気仙沼市）・
北九州出張所（福岡県北九州市）

(6) 主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）

① 当社

② 子会社
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事 業 区 分 使 用 人 数 前期末比増減

土木建築用資材事業 243名（24名）  3名増（ 4名減）

土木・建築工事事業  55名（ 5名） 55名増（ 5名増）

全　社（ 共　通 ）  16名（ 4名）  2名増（　－　）

合　　計 314名（33名） 60名増（ 1名増）

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

227名（23名） 6名増（5名減） 45才8ヶ月 15年8ヶ月

(7) 使用人の状況（2023年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業人員数であり、臨時従業員（準社員及びパートタイマー）は（　

）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．当連結会計年度より事業区分を変更したため、前連結会計年度末比増減につ

いては、前連結会計年度の数値を変更後の事業区分に組み替えて比較しており

ます。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員数であり、臨時従業員（準社員及びパートタイマー）は（　）内

に年間の平均人員を外数で記載しております。

借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社りそな銀行 1,431,681 千円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 951,680 千円

株式会社三井住友銀行 1,440,014 千円

(8) 当社の主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

－ 8 －



① 発行可能株式総数 22,000,000株

② 発行済株式の総数 6,400,000株

③ 株主数 1,582名

株 主 名 持 株 数 持株比率

東 洋 物 産 株 式 会 社 618
千株

10.27
％

北 川 芳 仁 382 6.35

阪 和 興 業 株 式 会 社 378 6.27

伊藤忠丸紅住商テクノスチール株式会社 368 6.11

小 野 建 株 式 会 社 368 6.11

細 川 幸 祐 307 5.10

ト ー ア ミ 従 業 員 持 株 会 295 4.91

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 148 2.47

北 　 川 　 麻 理 子 115 1.91

佐 々 木 　 裕 紀 子 115 1.91

役 員 区 分 株 式 数 交付対象者数

取　締　役
（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く）

16,700株 5名

２. 会社の現況
(1) 株式の状況（2023年３月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）　当社は、自己株式375,751株を保有しておりますが、表記しておりません。なお、上記
の持株比率は、発行済株式の総数から当該自己株式数を控除して計算しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「２.(3)②役員報酬等の内容の決定に関する方
針」及び「２.(3)③取締役の報酬等の総額」に記載しております。
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(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

会社における地位 氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 北 川 芳 仁

取 締 役 会 長 北 川 芳 徳

取 締 役 佐々木　利　昭
グループ
九州地区担当

取 締 役 下 田 修 一
業務統括本部
担当

取 締 役 古 田 貴 久 管理本部担当

取 締 役 内 海 二 郎

取 締 役
（常勤監査等委員）

吉 川 　 保

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

近 藤 正 和

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

藤 木 晴 彦 藤木晴彦税理士事務所　税理士

(3) 会社役員に関する事項

① 取締役の氏名等（2023年３月31日現在）

（注）１．取締役 内海二郎氏及び取締役（監査等委員）近藤正和氏並びに藤木晴彦氏は、社外

取締役であります。

２．取締役 内海二郎氏は、金融機関において財務面及び経営面での支援及び育成に携わ

り、また前勤務企業においては経営資源の管理及び運用業務に従事しており、企業経営

や管理業務全般に関する相当程度の知見を有するものであります。

３．取締役（監査等委員）近藤正和氏は、金融機関において融資・審査部門の要職を歴任

しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．取締役（監査等委員）藤木晴彦氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有するものであります。

５．取締役（常勤監査等委員）吉川　保氏は、20年間にわたり当社の経理部長を担当して

おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。また、監査等委

員の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集及び内部監査部門等との十分な連携を

行うため、常勤監査等委員として選定しております。

６．当社は、取締役 内海二郎氏及び取締役（監査等委員）近藤正和氏並びに藤木晴彦氏

を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ております。

７．取締役（監査等委員）藤木晴彦氏の重要な兼職先である藤木晴彦税理士事務所と当社

との間には特別の関係はありません。

② 役員報酬等の内容の決定に関する方針

　当社の役員報酬制度は、固定報酬と譲渡制限付株式報酬とに区分し配分

しており、業績連動型報酬制度は採用しておりません。また、2017年６月
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29日の定時株主総会において、取締役６名（員数10名以内）（監査等委員

である取締役３名除く。）の報酬限度額を年額２億50百万円以内（使用人

兼務取締役の使用人分給与を除く。）、うち社外取締役は年額20百万円以

内、監査等委員である取締役３名（員数４名以内）の報酬限度額について

は、年額30百万円以内、インセンティブ報酬としての譲渡制限付株式報酬

についても、年額20百万円以内（社外取締役及び監査等委員である取締役

を除く。）と決議されております。

　なお、役員退職慰労金制度につきましては、2017年６月29日の定時株主

総会決議により廃止いたしました。

　役員報酬の算定方法及び決定過程に関しましては、「役員報酬規程」に

基づき取締役（監査等委員である取締役を除く。）と監査等委員である取

締役に区分し、それぞれ株主総会において定められた範囲内で各取締役に

配分しております。取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬総

額については、代表取締役社長が各役員の事業遂行への貢献度等を総合的

に評価し区分ごとの報酬総額案を取締役会及び監査等委員会に提出し、監

査等委員会の意見を踏まえ、取締役会の承認を得ており、個別の報酬額に

ついては、取締役会の決議により一任された代表取締役社長北川芳仁が、

担当の職責及び職務並びに職位とその在任期間等を勘案し、役位別標準額

及び従前の報酬額等を斟酌したうえで決定しており、上位の役位への昇任

過程も同様であります。なお、委任した理由につきましては、当社の代表

取締役社長として当社グループの経営を統括しているため、当社グループ

全体の業績等を総合的に勘案し、各取締役の報酬額を決定できると判断し

たためであります。

　監査等委員である取締役につきましては、その独立性に配慮し、職務及

び責任に見合った水準の報酬体系を基準とし、監査等委員である取締役が

協議し決定しております。

　当社は、報酬委員会等の機関は設けておりませんが、役員報酬額につい

ては、あくまでも経営成績の結果を十分見極めたうえで取締役会が意見を

述べ、安易な配分にならないよう監査等委員会の客観的な意見を反映させ

ることとしており、社外取締役及び監査等委員である取締役の報酬額につ

いては、就任時の事情及び社会的地位並びに貢献度等も斟酌し決定してお

ります。

　当該事業年度に係る役員報酬に関する上記の方針については、2021年２

月５日の取締役会で「役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関す

る方針」として決議され、2022年６月23日の取締役会で当該方針に沿って

決定されていることを確認しております。
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役 員 区 分
報 酬 等 の 総 額
（ 千 円 ）

報酬等の種類別の総額（千円） 対 象 と な る
役 員 の 員 数
（ 名 ）固 定 報 酬

譲 渡 制 限 付
株 式 報 酬

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

112,016
（2,400）

103,800
（2,400）

8,216
（－）

6名
（1名）

取締役（監査等委員）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

12,000
（4,800）

12,000
（4,800）

－
（－）

3名
（2名）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

124,016
（7,200）

115,800
（7,200）

8,216
（－）

9名
（3名）

区 分 氏 名
出席状況発言状況及び社外取締役に期待され
る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役 内 海 二 郎

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席し、企業
経営・財務等に関する幅広い見識と経験に基づき経営全般に
対する助言及び、経営監視の視点からの提言・指摘等を行っ
ております。

取 締 役
（監査等委員）

近 藤 正 和

当事業年度に開催された取締役会16回及び監査等委員会８回
の全てに出席し、企業の経営分析及び再建に関する幅広い見
識と経験に基づき、コーポレートガバナンス並びに当社の監
視体制の強化に対する提言・指摘等を行っております。

取 締 役
（監査等委員）

藤 木 晴 彦

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回に出席し、
また監査等委員会８回の全てに出席し、税務・企業財務に関
する幅広い見識と経験に基づき、コンプライアンス体制及び
経営監視体制の強化に関する提言・指摘等を行っておりま
す。

③ 取締役の報酬等の総額

（注）取締役の報酬等の総額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

④ 社外役員に関する事項

 (ｲ)重要な兼職先と当社との関係

　重要な兼職先と当社との関係につきましては「① 取締役の氏名等」に

記載のとおりです。

 (ﾛ)当事業年度における主な活動状況

⑤ 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役 内海二郎氏及び社外取締役（監査等委員）近藤正和

氏並びに藤木晴彦氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としてお

ります。

⑥　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を保険会社との間で締結し、被保険者（取締役及び監査等委員である取締
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役）が負担することになる法律上の損害賠償金、訴訟費用を補填するもの

とし、当該保険料については全額当社負担としております。

　被保険者の故意による背信行為、犯罪行為もしくは詐欺行為または故意

による法令違反に起因して生じた損害等は補填されないなどの免責事項が

あります。

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 20,200千円

当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき

金銭その他の財産上の利益の合計額
20,200千円

(4) 会計監査人の状況

① 名称

ネクサス監査法人

② 報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、「会社法」に基づく監

査と「金融商品取引法」に基づく監査報酬等の額を明確に区分して

おらず、実質的にも区分できないため、報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人による当事業年度監査計画の内容、

監査時間及び報酬見積り等の妥当性を検討した結果、会計監査人の

報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。取締役会は、監査等委員会の

当該決定に基づき、会計監査人の解任又は不再任にかかる議案を株主総会

に提出いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最

初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の

理由を報告いたします。

(5) 業務の適正を確保するための体制

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

・　企業として企業倫理や法令遵守の基本姿勢を明確にし、全ての取締役及

び使用人が社会の信頼に応えるコンプライアンス体制の維持向上のため、

代表取締役社長自身が企業活動の基本であるコンプライアンス精神を遵守
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し、かつ伝達・啓蒙し、管理本部に内部統制推進部門の責任者として担当

取締役を配置しております。

・　また、当社及びグループ会社の内部統制を推進するため、管理本部長が

リスク管理委員会及びコンプライアンス委員会の各委員長として、リスク

管理体制とコンプライアンス体制の構築、整備、運用を行うこととしてお

ります。

・　リスク管理委員会は、リスク管理に関する当社及びグループ会社に必要

な情報を共有し、会社の損失を最小化する活動を統括し、コンプライアン

ス委員会は、企業倫理やコンプライアンス精神の強化及び向上のため、具

体的施策を立案、検討し、両委員会は、重要なものは取締役会に報告し、

当社及びグループ会社の全使用人への教育に努めております。また、監査

等委員会及び内部監査室と連携し、問題点等を調査し把握するとともにそ

の改善に努めております。

（反社会的勢力排除に向けた基本方針）

・　当社及びグループ会社は、反社会的な個人及び団体からの不当要求やそ

れらに対する利益供与を排除し、毅然として対決していくこととし、仮に

反社会的勢力による事案が発生した場合には、管理本部総務部を統括部署

として情報を一元化し、組織的に遮断するための体制を整え、グループと

して対処いたします。また、社内研修や啓蒙により周知徹底を図ることと

しております。さらに、地元警察署との連携を密にするとともに、反社会

的勢力と関係遮断を目的とする団体に加盟し、外部情報の収集及び意見交

換を行っております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、管理本部に

統括責任者としての取締役を配置し、情報の厳正管理と保存を行い、ま

た、監査等委員である取締役は、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の職務遂行に係る情報の保存及び管理が関連規程に準拠し実施され

ているかを監査し、必要があれば取締役会に報告しております。また、各

取締役は、いつでもこの文書等を閲覧することができます。

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・　代表取締役社長は、当社の属する業界を含めた将来的な事業環境を展望

し、定めた年次経営目標が、業務執行部門の責任者によって確実に遂行さ

れるよう指導、監督し、当該目標達成のための具体的な方針及び重点施策

を指示しております。取締役の職務執行は、取締役会の迅速な意思決定に

基づき、その責任範囲及び権限に基づき遂行しております。

④ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・　当社グループ会社の経営管理及び内部統制については、当社が子会社の

自主性を尊重しつつ、適切な管理運営を行い、グループ全体の経営効率と
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健全性を確保するため、子会社において経営上重要な事項を決定する場合

は、都度当社へ報告され、事前協議を行い、承認を得る体制となっており

ます。

・　当社の代表取締役社長は、グループ全体での業務の適正を確保するた

め、子会社の経営者と常日頃から経営状況に関する十分な協議と情報交換

を行うとともに、当社の取締役等を子会社の取締役及び監査役として派遣

し、子会社の取締役の職務執行を監視、監督し、業務執行状況を監査する

体制としております。

・　当社及び子会社に重大な影響を与える不測の事態が発生した場合は、当

社の代表取締役社長を対策本部長とする危機管理対策本部を設置し、迅速

かつ必要な初期対応を実施すると同時に、損害及び影響を最小化するため

の体制を整えております。

・　取締役会は、適宜グループ管理体制の見直しを行い、監査等委員会及び

内部監査室が子会社の監査を実施し、グループ経営の適正な運営が確認で

きる体制としております。

⑤ 監査等委員会が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る、当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役（監査等委員である

取締役を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性確保

に関する事項

・　当社の規模及び監査の実務量から、常時補助部門及び専任の使用人は置か

ないものとしておりますが、監査等委員会が、職務を補助する使用人を置く

ことを求めた場合には、取締役（監査等委員である取締役を除く。）と協議

の上、監査業務を補助する使用人を決定することになっております。

・　監査補助者である使用人の人事に関しては、当該使用人の取締役（監査

等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保し、監査等委員会の指

揮命令下に置くものとしております。

⑥ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会

に報告するための体制､その他の監査等委員会への報告に関する体制

・　監査等委員会は、重要な意思決定のプロセスや業務執行状況を把握するた

め、いかなる時も当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）、使用人に対して報告を求めることができるものとしております。

・　当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人

は、当社グループの経営成績や業務遂行に重大な影響を与える法令違反及び定

款違反並びに会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した場合は、速

やかにその事実を監査等委員会に報告するものとしております。

・　取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が、当該報告を

行った者に対して、それを理由とする不利益な扱いをすることは、「内部

通報規程」により固く禁じております。
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・　監査等委員会が調査を必要とする場合には、随時当社の取締役（監査等委

員である取締役を除く。）及び子会社の取締役並びに使用人に報告を求める

ことができ、また、議事録等の情報記録を閲覧できるものとしております。

⑦ 財務報告の信頼性を確保するための体制

・　当社及び子会社の財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法及

びその他関係法令並びに内部統制評価基準に従い、内部統制の有効性を

評価し、財務報告の体制を整備・運用するとともに、その体制が適正に

機能することを継続的に評価し、不備があれば必要な是正措置を行うこ

ととしております。

⑧ 監査等委員の職務執行（監査等委員の職務執行に関するものに限る）に

ついて生じる費用又は債務処理に係る方針に関する事項

・　監査等委員である取締役が、職務執行について生じる費用の前払い等の

請求、又は支出した費用及び支出した日以後における利息の償還請求、負

担した債務の債権者に対する弁済を請求した時は、担当部門において審議

のうえ、監査等委員会の職務執行に必要でないと認めた場合を除き、速や

かに当該費用又は債務を処理することとしております。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

・　取締役及び使用人は、当社の定める「取締役会規則」「コンプライアン

ス規程」「企業倫理規程」「トーアミ・グループ倫理規範」及び「トーア

ミ・グループ・コンプライアンスマニュアル」等に則り行動するととも

に、有事対応に備え、「リスク管理規程」「経営危機管理規程」及び「経

営危機対応マニュアル」（リスク・マネジメント・ポリシー）に基づき企

業リスクを抽出し、それぞれ開催されるコンプライアンス委員会及びリス

ク管理委員会において事案を審議・検討し、重要事項・必要事項に関して

は取締役会に報告し対策を講じております。

・　これらは監査等委員会へも報告されると同時に、監査等委員は毎月開催さ

れる取締役会にも出席し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の業

務執行が法令及び定款に適合していることを監視・監督しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・　当社の取締役及び内部監査室は、取締役会その他の重要な会議ごとに作

成される議事録が文書取扱規程に沿って適切に保管・管理され、随時閲覧

又はその写しを入手できる体制としております。

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・　定時取締役会を毎月及び必要に応じて臨時取締役会が開催され、各議案の

審議・決定の他、職務執行が効率的に実施できる状況を確保しております。
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・　業績の進捗管理及び重要業務の執行については、担当取締役の他、各事

業部長等部門責任者からも随時報告させ、問題の検討を含む業務執行の適

正を確保しております。

④ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・　当社の代表取締役社長が、適宜子会社を訪問し、代表取締役相互の定期

報告及び情報交換並びに指示伝達を行っております。また、重要な意思決

定については事前に当社の承認を得ることとしております。

・　子会社の自主性及び独自性を尊重しながら、グループ会社管理規程に基づ

き適正な運営管理を行うと同時に、コンプライアンス及びリスク管理体制に

おいても共有し、子会社からは随時必要事項の報告を受けております。

⑤ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取

締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項

・　当社は、監査の規模等も勘案し専任の監査補助のための従業員は置かな

いものとしておりますが、必要に応じ本社の管理本部責任者が、監査等委

員会の要請により随時熟練した管理本部社員を補助者として配置する体制

をとっており、実務にあたっております。

⑥ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会

に報告をするための体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制及

び監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・　監査等委員である取締役は、毎月開催の取締役会へ出席し、常勤監査等

委員は、取締役会のみならず業務報告会及び各事業部の責任者を委員とす

るコンプライアンス委員会並びにリスク管理委員会等の社内会議へも適宜

出席し、法令遵守に関する事項、リスク抽出に関する事項の他、取締役の

業務の執行状況も把握できる体制を確保しております。

・　本社管理本部責任者は、常時常勤監査等委員である取締役との報告及び

情報交換の機会を持ち、業務の執行状況及び発生する諸問題等についても

必要に応じ意見を求めております。

⑦ 財務報告の信頼性を確保するための体制

・　監査等委員会は、会計監査人から事業年度の監査結果について定期的に

報告を受ける他、法令に基づく内部統制システムの整備状況等も確認し、

適宜会計監査人から監査状況を聴取しております。
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（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

完成工事未収入金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

未 成 工 事 支 出 金

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関係会社長期貸付金

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

10,570,124

1,350,536

565,046

2,508,711

332,193

1,440,089

882,728

490,046

40,715

2,574,881

389,074

△3,898

7,789,745

6,694,212

1,837,480

826,955

3,949,724

65,381

14,670

199,122

165,761

33,361

896,410

511,684

96,503

264,465

122,696

△98,938
　

（負　債　の　部）

流 動 負 債 4,542,370

支払手形及び買掛金 1,910,795

工 事 未 払 金 138,754

短 期 借 入 金 1,100,000

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 729,960

リ ー ス 債 務 18,203

未 払 法 人 税 等 42,435

賞 与 引 当 金 85,273

工 事 損 失 引 当 金 15,284

そ の 他 501,663

固 定 負 債 3,035,197

長 期 借 入 金 2,206,751

リ ー ス 債 務 110,627

退職給付に係る負債 74,625

役員退職慰労引当金 67,790

繰 延 税 金 負 債 317,473

そ の 他 257,930

負 債 合 計 7,577,567

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 10,629,753

資 本 金 1,290,800

資 本 剰 余 金 1,269,783

利 益 剰 余 金 8,235,807

自 己 株 式 △166,637

その他の包括利益累計額 138,149

その他有価証券評価差額金 154,924

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,673

為替換算調整勘定 △36,160

退職給付に係る調整累計額 21,059

非支配株主持分 14,400

純 資 産 合 計 10,782,302

資 産 合 計 18,359,870 負 債 純 資 産 合 計 18,359,870

連 結 貸 借 対 照 表

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2022年４月１日から）2023年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 15,414,519

売 上 原 価 13,315,686

売 上 総 利 益 2,098,833

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,205,728

営 業 損 失 106,894
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 20,994

受 取 賃 貸 料 25,147

為 替 差 益 35,777

そ の 他 22,385 104,305

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9,663

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 25,695

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 51,579

支 払 手 数 料 3,594

そ の 他 2,778 93,311

経 常 損 失 95,901

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5,832

投 資 有 価 証 券 売 却 益 138,430 144,263

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,129

減 損 損 失 16,200

段 階 取 得 に 係 る 差 損 44,814 63,144

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 14,782

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 53,435

法 人 税 等 調 整 額 △6,416 47,018

当 期 純 損 失 61,800

非支配株主に帰属する当期純利益 10,400

親会社株主に帰属する当期純損失 72,200

連 結 損 益 計 算 書

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2022年４月１日から）2023年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

1,290,800 1,209,832 8,400,046 △68,978 10,831,700

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △92,038 △92,038
親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純損失（△）

△72,200 △72,200

自 己 株 式 の 取 得 △105,000 △105,000

自 己 株 式 の 処 分 2,703 7,341 10,045

非 支 配 株 主 と の
取 引 に 係 る
親 会 社 の 持 分

57,246 57,246

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )
当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

－ 59,950 △164,238 △97,658 △201,947

当 連 結 会 計 年 度 末
残 高

1,290,800 1,269,783 8,235,807 △166,637 10,629,753

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配
株 主
持 分

純 資 産
合 計

その他有価
証 券 評 価
差 額 金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

為替換算
調整勘定

退 職 給 付
に

係 る 調 整
累 計 額

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

144,683 1,054 △30,029 12,601 128,310 － 10,960,010

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △92,038
親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純損失（△）

△72,200

自 己 株 式 の 取 得 △105,000

自 己 株 式 の 処 分 10,045

非 支 配 株 主 と の
取 引 に 係 る
親 会 社 の 持 分

57,246

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

10,240 △2,728 △6,131 8,458 9,839 14,400 24,239

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

10,240 △2,728 △6,131 8,458 9,839 14,400 △177,707

当 連 結 会 計 年 度 末
残 高

154,924 △1,673 △36,160 21,059 138,149 14,400 10,782,302

連結株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１. 連結の範囲に関する事項

　連結子会社は、住倉鋼材株式会社及び株式会社渡部建設の２社であります。

　なお、持分法適用関連会社である株式会社渡部建設の株式を追加取得したことにより子会

社となったため、当連結会計年度より持分法適用の範囲から除外し、連結の範囲に含めてお

ります。

２. 持分法の適用に関する事項

　持分法適用関連会社は、SMC TOAMI LIMITED LIABILITY COMPANYの１社であり、決算日が

連結決算日と異なるため、当該関連会社の12月31日現在の財務諸表を使用しております。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　住倉鋼材株式会社の事業年度の末日は、連結会計年度末と一致しております。

株式会社渡部建設の事業年度の末日は、12月31日であり、連結計算書類の作成にあたって

は、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行うこととしております。

４. 会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ　　　　　　　　　　 時価法を採用しております。

③ 棚卸資産

商品、製品、原材料、仕掛品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。

未成工事支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く) 定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物、機械
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装置については、主として定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物　　　　　２年～50年

機械装置及び運搬具　　　２年～17年

② 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

自社利用のソフトウェア　５年

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残存

保証の取り決めがある場合は、残存保証額を残存

価額）とする定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒損失の発生に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負

担すべき額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上して

おります。

④ 工事損失引当金 受注工事に係る損失に備えるため、当連結会計

年度末の未引渡工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ金額を合理的に見積もることができる

工事について、損失見込額を計上しておりま

す。

（４）重要な収益及び費用の計上基準 顧客との契約から生じる収益に関する主要な事

業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常

の時点）は以下のとおりであります。

① 土木建築用資材事業

土木建築用資材事業は、土木建築会社等に対し

て、棒線加工品、コンクリート二次製品用溶接

金網、メッシュフェンス等の土木建築用資材の

製造・販売並びに仕入・販売を行っておりま

す。これら商品及び製品の販売については、

「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98

号に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は

製品の国内の販売において、出荷時から当該商

品又は製品の引渡時までの期間が通常の期間で
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ある場合には、出荷時に収益を認識しておりま

す。

② 土木・建築工事事業

土木・建築工事事業は、土木建築会社等に対し

て、造成工事、型枠大工工事、コンクリート工

事、駐車場整備工事、河川護岸工事、外構工事

の施工等の請負を行っております。

これらの業務については、毎月履行した業務の

出来高に基づき収益を認識しております（アウ

トプット法）。

（５）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。

ただし、為替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を充たしている場合には、振当処理

を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は、次のとおりであります。

　ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引）

　ヘッジ対象…外貨建予定取引、外貨建債務

③ ヘッジ方針 外貨建取引に係る為替変動リスクをヘッジする

ことを目的として、為替予約取引を行っており

ます。

④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段及びヘッジ対象について、連結会計

年度末において、個々の取引ごとのヘッジの有

効性の評価をしておりますが、ヘッジ対象にな

る外貨建取引と為替予約取引について、通貨・

金額・期間等の条件が同一の場合は、ヘッジの

有効性が極めて高いことから評価を省略してお

ります。

（６）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法 退職給付に係る負債又は資産は、従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末における

見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の

額を控除した額を計上しております。

なお、当社においては当連結会計年度末に、年

金資産の額が退職給付債務の額を超えているた

め、当該超過額を投資その他の資産に「退職給

付に係る資産」として計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっておりま

す。

過去勤務費用は、主として発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
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建物及び構築物 186,070千円

土地 291,970千円

計 478,040千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 9,927,330千円

場所 用途 種類 金額（千円）

兵庫県赤穂郡上郡町 保養施設 土地 16,200

年）による定額法により按分した額を、発生連

結会計年度から費用処理しております。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定率法により按

分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費

用については、税効果を調整の上、純資産の部

におけるその他の包括利益累計額の退職給付に

係る調整累計額に計上しております。

② のれんの償却方法及び償却期間 ５年間の均等償却を行っております。

（連結貸借対照表に関する注記）

１. 担保に供している資産

　上記の物件は、長期借入金　1,000,000千円の担保に供しております。

（連結損益計算書に関する注記）

１. 減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社グループは、原則として、事業用資産については事業部を基準としてグルーピングを

行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

当連結会計年度において、利用方針の変更に伴い遊休資産となったため帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額16,200千円を減損損失として特別損失に計上しました。

その内訳は、兵庫県赤穂郡上郡町（土地16,200千円）であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、固定資産税

評価額を参考にした価額に基づき算定しております。
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株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

普 通 株 式 6,400,000 － － 6,400,000

決　　議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円)

基　準　日 効力発生日

2022年6月23日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 46,856 7.50 2022年３月31日 2022年６月24日

2022年11月８日
取 締 役 会

普 通 株 式 45,181 7.50 2022年９月30日 2022年12月2日

決議予定 株式の種類
配当金の総
額 ( 千 円 )

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基　準　日 効力発生日

2023年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 45,181 利益剰余金 7.50 2023年３月31日 2023年６月30日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１. 発行済株式の総数に関する事項

２. 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　2023年６月29日開催の第84回定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。

（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関か

らの借入により資金を調達しております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　売上債権に係る顧客の信用リスクは、「与信管理規程」に沿ってリスク低減を図っ

ております。

　投資有価証券のうち、上場株式については、四半期ごとに時価の把握を行っており

ます。

　営業債務である買掛金の一部には、原材料の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為

替の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引を利用してヘッジ取引を目

的とした為替予約取引を行っております。

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性

の評価方法等については、前述の「４．会計方針に関する事項」に記載されている

「（５）重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。
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連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 （ ※ ）

時 　 価 （ ※ ） 差 額

（１）投資有価証券
その他有価証券

402,156 402,156 －

（２）長期借入金
　　（１年内返済予定を含む）

(2,936,711) (2,934,690) △2,020

（３）デリバティブ取引 (　　2,412) (　　2,412) －

区 分
時　　　　価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株　式 402,156 － － 402,156

デリバティブ取引
　通貨関連 － 2,412 － 2,412

２. 金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注１）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

　　「受取手形」「売掛金」「完成工事未収入金」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」

「工事未払金」「短期借入金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

似するものであることから、記載を省略しております。

　　「関係会社長期貸付金」「リース債務」については、重要性が乏しいことから、記載を省

略しております。

（注２）市場価格のない株式等は、「（１）投資有価証券」には含めておりません。当該金融

商品の連結貸借対照表計上額は109,527千円であります。

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価

　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを使

用して算定した時価

　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）
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区 分
時　　　　価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

長期借入金
（１年内返済予定の長期
借入金を含む）

－ 2,934,690 － 2,934,690

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　投資有価証券

　上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引

　為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル

２の時価に分類しております。

長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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当連結会計年度

報 告 セ グ メ ン ト
合 計土木建築用

資 材
土木・建築
工 事

棒線加工品

コンクリート二次製品用溶接金網

メッシュフェンス

その他

土木・建築工事

11,007,135

60,681

1,214,543

1,709,750

－

－

－

－

－

1,422,409

11,007,135

60,681

1,214,543

1,709,750

1,422,409

顧客との契約から生じる収益 13,992,109 1,422,409 15,414,519

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 13,992,109 1,422,409 15,414,519

当 連 結 会 計 年 度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 4,115,783

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 4,846,039

契約負債（期首残高） 6,269

契約負債（期末残高） 7,787

（収益認識に関する注記）

（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社及び連結子会社の主たる製品等の関連は以下のとおりであります。

（単位：千円）

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「連結計算書類の作成のた

めの基本となる重要な事項に関する注記 ４．会計方針に関する事項 （４）重要な収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。なお、履行義務に対する対価は、履行義務を充足

してから概ね６ヵ月以内に受領しております。

（３）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係

並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると

見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

　① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

　契約負債は、契約に基づく履行に先立ち顧客から受領した対価に関連するものでありま

す。当社及び連結子会社が契約に基づき履行した時点で、契約負債は、収益の認識に伴い

取り崩されます。

　② 残存履行義務に配分した取引価格

該当事項はありません。

（賃貸等不動産に関する注記）

賃貸等不動産の総額に重要性がないため、注記は省略しております。
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１. １株当たり純資産額 1,787円43銭

２. １株当たり当期純損失 11円86銭

（企業結合等関係）
　取得による企業結合
１．企業結合の概要
（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社渡部建設
事業の内容：土木・建築工事業

（２）企業結合を行った理由
当社は2012年に建設業許可を取得し、主たる製品であるワイヤーメッシュの販売と同

時に、当該製品の設置工事（敷込工事）を請負うことをサービスの拡充策として取り組
んできましたが、近年、建設業における技能労働者の人手不足が顕著になるとともに、
敷込工事の需要が増加しており、今後も当該業務が当社の成長に寄与することが予想さ
れます。

株式会社渡部建設は、型枠工事を中心に幅広く質の高い施工で顧客の信頼を得てお
り、順調に業績を伸ばしている成長企業であり、今回の企業結合により、敷込工事の受
注機会およびそれに伴う製品販売の増加等の効果が見込めるためです。

また、当社の事業基盤を活用した株式会社渡部建設のサービス拠点拡充により、双方
の顧客に対して、よりきめ細やかなサービスを提供することが可能となることから当社
グループ全体の成長に繋がると判断したためです。

（３）企業結合日
2022年４月１日

（４）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（５）結合後企業の名称
結合後の企業名称に変更はありません。

（６）取得した議決権比率
企業結合日直前に所有していた議決権比率　　　　50％
企業結合日に取得した議決権比率　　　　　　　　30％
取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　　　　80％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したためです。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2022年４月１日から2022年12月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　株式譲渡契約の定めにより、当社は秘密保持義務を負っていることから非開示とさせ
ていただきます。

４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
段階取得に係る差損　44,814千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1)発生したのれんの金額
　 195,013千円
(2)発生原因
　被取得企業の取得原価が企業結合時の時価純資産額を上回ったため、その差額を
のれんとして計上しております。
(3)償却方法及び償却期間
　 ５年間にわたって均等償却します。

（１株当たり情報に関する注記）
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（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

10,004,474

1,267,989

500,687

2,309,183

1,061,834

805,188

460,372

2,260,719

956,000

383,254

△754

6,470,672

5,033,940

1,617,416

81,896

544,013

6,409

10,100

2,719,273

54,830

22,615

10,243

12,372

1,414,116

511,684

593,842

189,649

234,110

76,914

△192,084

　

（負　債　の　部）
流 動 負 債 3,835,983
支 払 手 形 41,384
買 掛 金 1,577,092
短 期 借 入 金 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 719,964

リ ー ス 債 務 11,927

未 払 金 181,029
未 払 費 用 136,705

未 払 法 人 税 等 27,936

賞 与 引 当 金 73,230

そ の 他 66,712

固 定 負 債 2,526,381

長 期 借 入 金 2,103,411

リ ー ス 債 務 73,845

繰 延 税 金 負 債 91,195

そ の 他 257,930

負 債 合 計 6,362,364

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 9,959,532

資 本 金 1,290,800

資 本 剰 余 金 1,212,536

資 本 準 備 金 1,205,879

その他資本剰余金 6,656

利 益 剰 余 金 7,622,833

利 益 準 備 金 128,430

その他利益剰余金 7,494,403

別 途 積 立 金 6,500,000

繰越利益剰余金 994,403

自 己 株 式 △166,637

評価・換算差額等 153,250

その他有価証券評価差額金 154,924

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,673

純 資 産 合 計 10,112,783

資 産 合 計 16,475,147 負 債 純 資 産 合 計 16,475,147

貸　借　対　照　表

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2022年４月１日から）2023年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 12,542,857

売 上 原 価 10,863,970

売 上 総 利 益 1,678,887

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,805,735

営 業 損 失 126,847

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 25,403

受 取 賃 貸 料 21,177

為 替 差 益 35,777

そ の 他 12,438 94,797

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,666

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 83,407

そ の 他 6,307 98,380

経 常 損 失 130,431

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,796

投 資 有 価 証 券 売 却 益 138,430 141,227

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,922

減 損 損 失 16,200 18,122

税 引 前 当 期 純 損 失 7,327

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 40,966

法 人 税 等 調 整 額 △4,761 36,205

当 期 純 損 失 43,532

損　益　計　算　書

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2022年４月１日から）2023年３月31日まで
（単位：千円）

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

資本金

資 本 剰 余 金 利　　益　　剰　　余　　金

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,290,800 1,205,879 3,952 1,209,832 128,430 6,500,000 1,129,974 7,758,404

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △92,038 △92,038

当期純損失（△） △43,532 △43,532

自己株式の取得

自己株式の処分 2,703 2,703

株主資本以外の項
目 の 当 期
変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 2,703 2,703 － － △135,571 △135,571

当 期 末 残 高 1,290,800 1,205,879 6,656 1,212,536 128,430 6,500,000 994,403 7,622,833

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株 主 資 本
合 計

その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価･換算
差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 △68,978 10,190,058 144,683 1,054 145,738 10,335,796

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △92,038 △92,038

当期純損失（△） △43,532 △43,532

自己株式の取得 △105,000 △105,000 △105,000

自己株式の処分 7,341 10,045 10,045

株主資本以外の項
目 の 当 期
変 動 額 （ 純 額 ）

10,240 △2,728 7,512 7,512

当 期 変 動 額 合 計 △97,658 △230,526 10,240 △2,728 7,512 △223,013

当 期 末 残 高 △166,637 9,959,532 154,924 △1,673 153,250 10,112,783

株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

① 市場価格のない株式等以外のもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

② 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

２. デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法を採用しております。

３. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品、製品、原材料、仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

(2) 貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

４. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物、機械

及び装置については、定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は、次のとおりでありま

す。

建物　　　　　　７年～47年

機械及び装置　　２年～10年

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残

価保証の取り決めがある場合は、残価保証額を

残存価額）とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用 　　 定額法を採用しております。

５. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒損失の発生に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
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特定の債権については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

なお、当事業年度末において、年金資産の額が

退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減

した額を超えているため、当該超過額を投資そ

の他の資産に「前払年金費用」として計上して

おります。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額を、発生事業年度から費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定率法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。

６．重要な収益及び費用の計上基準 顧客との契約から生じる収益に関する主要な事

業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常

の時点）は以下のとおりであります。

当社は、土木建築会社等に対して、棒線加工

品、コンクリート二次製品用溶接金網、メッシ

ュフェンス等の土木建築用資材の製造・販売並

びに仕入・販売を行っております。

これら商品及び製品の販売については、「収益

認識に関する会計基準の適用指針」第98号に定

める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の

国内の販売において、出荷時から当該商品又は

製品の引渡時までの期間が通常の期間である場

合には、出荷時に収益を認識しております。

７. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。

ただし、為替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を充たしている場合には、振当処理

を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は、次のとおりであります。
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建物 186,070千円

土地 291,970千円

計 478,040千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 7,830,313千円

(1) 短期金銭債権

(2) 長期金銭債権

1,059,148千円

189,649千円

(3) 短期金銭債務 13,951千円

貸出極度額の総額 1,000,000千円

貸出実行残高 956,000千円

差引額 44,000千円

① 売上高 442,149千円

② 仕入高 53,557千円

③ その他 15,569千円

(2) 営業取引以外の取引高 14,565千円

場所 用途 種類 金額（千円）

兵庫県赤穂郡上郡町 保養施設 土地 16,200

　ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引）

　ヘッジ対象…外貨建予定取引、外貨建債務

(3) ヘッジ方針 外貨建取引に係る為替変動リスクをヘッジする

ことを目的として、為替予約取引を行っており

ます。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段及びヘッジ対象について、事業年度

末において、個々の取引ごとのヘッジの有効性

の評価をしておりますが、ヘッジ対象になる外

貨建取引と為替予約取引について、通貨・金

額・期間等の条件が同一の場合は、ヘッジの有

効性が極めて高いことから評価を省略しており

ます。

（貸借対照表に関する注記）

１. 担保に供している資産

　上記の物件は、長期借入金1,000,000千円の担保に供しております。

３. 関係会社に対する金銭債権、債務は、次のとおりであります。

４. 貸出極度額の総額及び貸出残高

当社は、効率的な資金調達を行うため、子会社との間で極度貸付契約を締結しております。

当該契約に基づく貸出極度額の総額及び未実行残高は、次のとおりであります。

（損益計算書に関する注記）

１. 関係会社との取引高

(1) 営業取引高

２. 減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
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株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期首株式数(株)

当 事 業 年 度
増加株式数(株)

当 事 業 年 度
減少株式数(株)

当 事 業 年 度 末
株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 152,451 240,000 16,700 375,751

繰延税金資産

賞与引当金 22,423千円

未払社会保険料 3,578千円

貸倒引当金 59,047千円

未払役員退職慰労金 78,365千円

ゴルフ会員権評価損 21,800千円

棚卸資産評価損 13,145千円

減損損失累計額 555,201千円

出資金評価損 55,860千円

その他 20,352千円

小計 829,775千円

評価性引当額 △780,911千円

繰延税金資産計 48,863千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △68,373千円

前払年金費用 △71,684千円

繰延税金負債計 △140,058千円

繰延税金負債の純額 △91,195千円

当社は、原則として、事業用資産については事業部を基準としてグルーピングを行ってお

り、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

当事業年度において、利用方針の変更に伴い遊休資産となったため帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額16,200千円を減損損失として特別損失に計上しました。

その内訳は、兵庫県赤穂郡上郡町（土地16,200千円）であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、固定資産税

評価額を参考にした価額に基づき算定しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の数に関する事項

　普通株式の自己株式の株式数の増加240,000株は、2022年５月20日開催の取締役会決議及び

2022年８月18日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得によるものです。

　普通株式の自己株式の株式数の減少16,700株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処

分によるものです。

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種　類
会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

子会社 住倉鋼材㈱
所有
直接 100.00％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注１）

38,000
関係会社

短期貸付金
956,000

関連会社

SMC TOAMI
LIMITED

LIABILITY
COMPANY

所有
直接  50.00％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注１）

86,807
関係会社

長期貸付金
189,649
（注２）

１. １株当たり純資産額 1,678円68銭

２. １株当たり当期純損失 7円15銭

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等

（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1) 資金の貸付については、市場金利等を勘案して決定しております。

(注2) 関連会社の長期貸付金に対し、189,649千円の貸倒引当金を計上しております。

また、当事業年度において86,807千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

（１株当たり情報に関する注記）
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代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森 田　知 之
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡 本　匡 央
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 関　　亮

独立監査人の監査報告書

2023年５月９日

株式会社トーアミ

取 締 役 会　御 中

ネクサス監査法人
大阪府大阪市

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社トー
アミの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計
算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社トーアミ及び連結
子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、
「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連
結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責
任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の
責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等
委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告書　謄本
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　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内
容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明
するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を
通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監
査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討す
ること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤り
があると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これ
には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適
正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき
連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関
する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結
計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従
って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐
疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監
査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

－ 39 －



・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者
によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当
性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切で
あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重
要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連す
る注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評
価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の
財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結
計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時
期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職
業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与え
ると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ
ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会
計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森 田　知 之
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡 本　匡 央

代 表 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 小 関　　亮

独立監査人の監査報告書

2023年５月９日

株式会社トーアミ

取 締 役 会　御 中

ネクサス監査法人
大阪府大阪市

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会
社トーアミの2022年４月１日から2023年３月31日までの第84期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、
「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立
しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の
責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等
委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査報告書　謄本
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　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明す
るものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通
読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤り
があると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計
算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する
事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算
書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理
的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する
意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従
って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐
疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監
査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監
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査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に
応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者
によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当
性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であ
るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要
な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する
注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時
期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職
業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与え
ると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ
ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第84期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び

結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる

事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されてい

る体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の

方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な

会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項

の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しまし

た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎

通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し

ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について

検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書　謄本
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２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の

状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款

に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当である

と認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記

載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認

められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人ネクサス監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人ネクサス監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

　　2023年５月19日

株式会社トーアミ　監査等委員会

常勤監査等委員 吉 川 　 保 ㊞

監 査 等 委 員 近 藤 正 和 ㊞

監 査 等 委 員 藤 木 晴 彦 ㊞
　

（注） 監査等委員近藤正和及び藤木晴彦は、会社法第２条第15号及び第331

条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

　第84期の期末配当につきましては、株主の皆様への適正な利益還元を重

視しながら、経営体質の強化及び将来の事業展開を総合的に勘案し、安定

した配当を維持するため、以下のとおりといたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

　金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき７円50銭といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は、45,181,868円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　2023年６月30日といたしたいと存じます。

候補者

番 号
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

１

き た が わ

北　　川　
よ し ひ と

芳　　仁
（ 1 9 6 9 年 8 月 8 日 生 )

2001年８月 当社入社

2008年６月 当社取締役

2010年６月 当社常務取締役

2011年４月 当社関西事業部長 兼 中国事業部長

2013年６月 当社代表取締役社長（現任）

382,296株

[取締役候補者の選任理由]

　北川芳仁氏は、代表取締役社長としての実績を積み、溶接金網業界の将来を見据え

ながら、メーカーとしての体質改善及び差別化を図るための設備投資にも積極的に取

り組み、経営の効率化及び企業価値の向上に向け独自の経営施策を実行しており、当

社グループのリーダーとして十分に適任であることから、引き続き取締役として選任

をお願いするものであります。

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において同じ。）

６名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役６

名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案につきましては、監査等委員会より、決定手続き及び内容

は相当であるとの報告を受けております。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者

番 号
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

２

さ

佐 
さ

々 
き

木　
と し あ き

利　　昭
（ 1 9 6 7 年 1 2 月 2 5 日 生 ）

1995年12月 当社入社

2008年６月 当社取締役（現任）

2011年４月 当社中部事業部長

2013年５月 当社中国事業部長

2013年６月 当社関西事業部長

2015年４月 当社海外事業推進

SMC TOAMI LLC 社長

2017年４月 当社北九州事業部長 兼 南九州事

業部長

2023年４月 FDテクノ九州株式会社代表取締役

社長（現任）

14,600株

[取締役候補者の選任理由]

　佐々木利昭氏は、当社役員の中でもベトナムの合弁事業をはじめ、全事業拠点の責

任者を歴任した幅広い経験及び見識を有しており、現在は九州地区における当社グル

ープの連携及び更なる基盤の強化に努めていることから、引き続き取締役として選任

をお願いするものであります。

３

し も だ

下　　田　
し ゅ う い ち

修　　一
（ 1 9 6 4 年 1 1 月 2 0 日 生 ）

1989年９月 当社入社

2016年４月 当社北九州事業部長 兼 南九州事

業部長

2017年４月 SMC TOAMI LLC 社長

2018年６月 当社取締役（現任）

2022年６月 当社業務統括本部長（現任）

21,100株

[取締役候補者の選任理由]

　下田修一氏は、当社の営業部門における十分な実績及び経験を有し、当社の事業拠

点での責任者を務めたのち、ベトナムの合弁事業における成長戦略の策定及び推進並

びに当社グループの海外における新規事業を担当するなど、経営全般にわたる見識を

有していることから、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

４

ふ る た

古　　田　
た か ひ さ

貴　　久
（ 1 9 6 6 年 3 月 9 日 生 ）

2020年１月 当社入社 管理本部総務部長

2020年６月 当社取締役管理本部長（現任）
11,200株

[取締役候補者の選任理由]

　古田貴久氏は、従前の金融機関における業務経験から、事業経営及び管理業務全般

に関する十分な知見を有し、現在は当社管理本部の責任者として、経営企画並びに内

部統制システムを含むリスク管理及びコンプライアンスに関する運営体制の維持・強

化に努めており、業務執行者としても適任であることから、引き続き取締役として選

任をお願いするものであります。
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候補者

番 号
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

５

う つ み

内　　海　
じ ろ う

二　　郎
（ 1 9 5 4 年 4 月 5 日 生 ）

2002年11月 株式会社大和銀行（現株式会社り

そな銀行）桜川支店長

2007年８月 株式会社船井興産 執行役員

2020年６月当社社外取締役（現任）

0株

[社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要]

　内海二郎氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験

はありませんが、長年の金融機関勤務において、財務面及び経営面での支援及び育成

に携わり、また前勤務企業では経営資源の管理及び運用業務に従事するなど、幅広い

経験と知見を有しております。また当社社外取締役に就任されて以来、取締役会にお

いて適切な提言・指摘等を行っていることから適任であると判断し、引き続き社外取

締役として選任をお願いするものであります。

　同氏には、その高い見識や豊富な経験等に基づき、取締役会等の場において独立し

た立場から提言・指摘等を行うことにより、当社の業務執行に関する監視機能の役割

を担っていただくことを期待しております。

６

※
こ

近
ん

　
ど

　
う

藤　
ま

正
さ

　
か

　
ず

和
（ 1 9 5 0 年6 月2 日生）

2003年10月 株式会社りそな銀行　融資管理部

主任審査役

2004年 3月 同行退職

2015年 6月 当社社外監査役

2017年 6月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）

0株

[社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要]

　近藤正和氏は、金融機関において、融資・審査部門の要職を歴任し、長年にわたっ

て企業の経営分析及び再建に携わった幅広い見識と経験を有しており、また、当社社

外取締役（監査等委員）に就任されて以来、経営監視体制の強化に対する提言・指摘

等を行っていることから適任であると判断し、社外取締役として選任をお願いするも

のであります。

　同氏は過去に社外役員になること以外の方法で会社の経営に関与された経験はあり

ませんが、その高い見識や豊富な経験等に基づき、取締役会等の場において独立した

立場から提言・指摘等を行うことにより、当社の業務執行に関する監視機能の役割を

担っていただくことを期待しております。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．※印は、新任の候補者であります。

３．候補者 内海二郎、近藤正和の両氏は、社外取締役候補者であります。

４．候補者 内海二郎氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期

間は本総会終結の時をもって３年となります。

５．候補者 近藤正和氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役であり、社外取締

役としての在任期間は本総会終結の時をもって６年となります。
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６．候補者 内海二郎、近藤正和の両氏は、当社との人的関係、資本的関係その他の利害

関係はないため、東京証券取引所の定める独立役員として同取引所に届け出ておりま

す。

７．候補者 内海二郎、近藤正和の両氏と当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、選任をご承認いた

だいた場合は、当該契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、法令が規定する額としております。

８．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結し、被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金、訴訟費用を填補す

るものとし、当該保険料については全額当社負担としております。各候補者が取締役に

選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。

候補者

番 号
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社
株 式 の 数

１

よ

吉
し

　
か

　
わ

川　　
たもつ

保
（ 1 9 4 9 年 1 月 2 0 日 生 ）

1991年 8月 当社入社

1992年 4月 当社管理本部経理部長

1993年 6月 当社取締役

2012年 6月 当社常勤監査役

2017年 6月 当社取締役（常勤監査等委員）

（現任）

11,700株

[監査等委員である取締役候補者の選任理由]

　吉川　保氏は、当社の経理部長を歴任する以前から経理業務に従事し、同業務に十

分精通していると同時に、財務及び会計に関する知識も豊富であり、また常勤監査役

をも担った経験から、引き続き監査等委員である取締役として選任をお願いするもの

であります。

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役全員は、本総会終結の時をもって任期満了とな

りますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存

じます。

　なお、本議案につきましては、監査等委員会より同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者

番 号
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社
株式の数

２

ふ じ き

藤　　木　
は る ひ こ

晴　　彦
（ 1 9 4 9 年 3 月 1 7 日 生 ）

2007年 7月 豊能税務署長

2008年 7月 同税務署退官

2008年 8月 藤木晴彦税理士事務所 開業

2020年 6月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）

（重要な兼職の状況）

　藤木晴彦税理士事務所 税理士

0株

[監査等委員である社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要]

　藤木晴彦氏は、税務署長を歴任するなど税務行政に関する指導・監督の経験を有し

ており、また税理士として幅広く税務や企業財務に関する知見を備えていることか

ら、当社のコンプライアンス体制及び経営監視体制の強化に貢献いただくことを期待

し、引き続き監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。

なお、同氏は、過去に当社の社外役員になること以外の方法で会社の経営に関与さ

れた経験はありませんが、上記の理由により、監査等委員である社外取締役とし

て、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

３

※
こ い そ

小　　礒　ゆ か り
（ 1 9 7 1 年 3 月 2 2 日 生 ）

2008年６月 小礒会計事務所 開業

2013年１月 税理士法人ＫＴリライアンス 代

表社員(現任) 0株

（重要な兼職の状況）

　税理士法人ＫＴリライアンス 代表社員

[監査等委員である社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要]

　小礒ゆかり氏は、過去に直接会社の経営に関与したことはありませんが、経営に

関して、専門的な知識・経験等に基づき各種企業の業務のサポート・助言を行って

いることから、中立的かつ客観的立場から監督・提言いただくことにより、当社の

監督機能の強化に繋がることを期待し、監査等委員である社外取締役として、その

職務を適切に遂行できるものと判断しております。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．※は新任の取締役候補者であります。

３．候補者 藤木晴彦、小礒ゆかりの両氏は、社外取締役候補者であります。

４．候補者 藤木晴彦氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役であり、在任期間

は本総会終結の時をもって３年となります。

５．候補者 藤木晴彦氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届

け出ており、また、候補者 小礒ゆかり氏が原案通り選任された場合は、独立役員とし
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て同取引所に届け出る予定であります。

６．当社は、会社法第４２７条第１項の規定に基づき、藤木晴彦氏との間に、会社法４２

３条第１項に定める賠償責任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がな

いときに限り会社法第４２５条第１項各号に定める金額の合計額とする旨の責任限定契

約を締結しており、本議案が承認可決され、同氏が選任された場合、引き続き上記責任

限定契約を継続する予定であります。また、小礒ゆかり氏が原案通り選任された場合

は、同氏との間で同様の契約を締結する予定であります。

７．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結し、被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金、訴訟費用を填補す

るものとし、当該保険料については全額当社負担としております。各候補者が監査等委

員である取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。

以　上

経営戦略
内部統制
コンプラ
イアンス

I T ・
I O T
研究開発

営 業
マーケテ
ィ ン グ

製品・
材 料

リ ス ク
マ ネ ジ
メ ン ト

金融経済
グローバル
経 験

北 川 芳 仁 ● ● ●

佐々木　利　昭 ● ● ●

下 田 修 一 ● ● ●

古 田 貴 久 ● ● ●

内 海 二 郎 ● ● ●

近 藤 正 和 ● ● ●

吉 川 　 保 ● ● ●

藤 木 晴 彦 ● ● ●

小 礒 　 ゆ か り ● ● ●

（ご参考）

取締役　スキルマトリックス

　各取締役に特に期待する分野を３つまで記載しています。
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会 場 大阪府四條畷市中野新町10番20号

当社本社３階会議室

ＴＥＬ　（072）876－1121（代表）

N
バス停国道中野 四條畷市役所

なわてボウル

三井住友銀行

四
条
畷

J
R
学
研
都
市
線

至
木
津
・
京
都

AEON FOOD STYLE

府立
四條畷高校

大阪信用金庫

至木津

至京橋

(西中野交差点)

当社本社
３階会議室

国道163号線

至
門
真
・
大
阪外

環
状
線

ＧＳ

交 通 ■ ＪＲ学研都市線四条畷駅より徒歩約15分

■ 京阪電車大和田駅より京阪バス(系統)にて

国道中野下車徒歩約３分

定時株主総会会場ご案内図


